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1.

2.

法令に基づく試験、検査及び認証業務

電気製品等の試験・認証

マネジメントシステム認証業務

調査・研究業務

3.

4.

電気用品安全法､消費生活用製品安全法､電波法､水道法､産業標準
化法､医薬品医療機器等法など

S-JET認証､住宅用ブレーカー認証､部品認証､CMJ登録､給水器具等
認証､系統連系保護装置認証､JETPVm認証､JETPVO&M認証､ロボ
ット認証､遠隔操作システム認証､メーカーニーズに基づく試験サー
ビス・EMC試験など

ISO9001・ISO14001・ISO45001・ISO27001・
ISO50001 認証

家電製品等の電磁界測定､太陽光発電システム
に係る調査・研究など
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年頭の挨拶

新年あけましておめでとうございます。

皆さまには、ご家族や従業員の皆さまととも

に、お健やかに新しい年をお迎えになられたこと

とお慶び申し上げます。また、年末年始に電力、

ガス、水道など、ライフラインの運転管理に従事

された皆さまには、心より感謝申し上げます。

昨年を振り返って

昨年は年明け早々に石川県能登地方を震源と

する最大震度7の地震が発生し、9月には同県奥

能登地方を中心に豪雨が襲来しました。この2つ

の自然災害により甚大な被害が生じ、電力、ガ

ス、水道、通信、道路、鉄道などの多くの関係

者におかれましては、年初より復旧活動にご尽

力いただきました。心から感謝申し上げますと

ともに、今後の復興に向けた取り組みに、更な

るご尽力をお願い申し上げます。また、今なお

不自由な生活を強いられている被災者の皆さま

には、心からお見舞いを申し上げます。

電力業界に目を向けますと、11月には東北電

力女川原子力発電所2号機がBWRとして、東日

本大震災以降初めての再稼働を果たしました。続

いて中国電力島根原子力発電所2号機も12月に

再稼働いたしました。原子力発電は、わが国の電

力安定供給と脱炭素の両立という観点から大き

な役割を担っており、地域の皆さまのご理解や関

係各位のご努力に感謝申し上げますとともに、引

き続き、安全対策を最優先としつつ原子力発電の

推進に取り組んでいただきたいと思います。

さらに、5月に佐賀県玄海町が高レベル放射性

廃棄物処分の文献調査受け入れを表明し、11月

には青森県むつ市のリサイクル燃料貯蔵㈱中間

貯蔵施設が操業を開始するなど原子燃料サイク

ルの推進にも大きな前進がありました。本年も、

これまでの努力が実り、さらなる成果が上がり

ますことを期待しております。

国内外の状況について

年明け早々のアメリカでの政権交代や、今なお

続くロシアのウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化

などを背景に、世界のエネルギー情勢は依然とし

て不透明な状態が続いており、国内のエネルギー

安全保障にも大きな影響を与えております。

政府から、昨年暮れに、第7次エネルギー基本

計画が示されました。基本計画では、DXやGX

の進展により、2040年に向けて電力需要の増加

が見込まれる中、「エネルギー安全保障に寄与し、

年 頭 ご 挨 拶

一般社団法人　日本電気協会

会　長　貫 　正 義
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脱炭素効果の高い再生可能エネルギーと原子力

発電を最大限活用する」こととし、同時にまた、

「原発依存度の可能な限りの低減」の文言が削除

されました。原子力発電の建て替えについても

「廃炉を決定した原子力発電所を有する事業者の

原子力発電所のサイト内での次世代革新炉への

建て替えの具体化を進めていく」としており、

事業者の選択肢を広げた一歩進んだ記載となっ

ております。

しかしながら、原子力を始め、脱炭素電源の

建設は、今後太陽が沈んだ後の夜間の供給力と

して、増々重要性が高まると考えられ、また建

設に長期間を要し、加えて巨額な資金が必要で

あり、国におかれましては、脱炭素電源建設の

ための事業環境や資金調達環境の整備を急いで

いただきたいと考えます。

協会の使命と責任

当協会は、電気を「作る」「送る」「使う」と

いう全ての事業領域で活躍する企業や個人を会

員とする、全国規模で極めて裾野が広い団体で

あります。本年も、全国3,600に及ぶ会員の皆さ

まのご協力のもと、本部、新聞部及び全国に所

在する10支部からなる協会の総合力を発揮して

「電力の安定供給の確保」を支援するサービスや

情報を提供したいと考えております。

具体的には、「電気安全の確保」については、

電気に関する民間規格、基準を策定し、常にアッ

プデートするとともに電気技術に関する紙書籍

に加え電子書籍にも力を入れてご利用いただく

皆さまの利便性向上を図ってまいります。

「電気技術者の確保・育成」については、当会

を含む関係8団体で運営するウェブサイトワット

マガジンを媒体とした電気業界への若年層の入

職促進や職業紹介事業、必要な電気技術を学ぶ

ための講習などを引き続き着実に実施してまい

ります。

そして、第7次エネルギー基本計画や、電力シ

ステム改革など、「電力安定供給に直結する情報

発信」については、電気新聞の充実に加え、こ

れまで築いてきた協会内外のネットワークなど

の活用強化を図るなど、適時的確な情報発信の

ため、様々な取り組みを推進してまいりたいと

考えております。

輝かしい新年に

今年の干支は乙巳（きのとみ）であります。

「乙」（きのと）は、周囲との調和を保ちながら自

身の目標に向かって進んでいく力や、しなやかに

伸びる草木を表しています。「巳」（み）は蛇を表

し、そのイメージから「再生と変化」を意味しま

す。この2つの組み合わせである乙巳（きのとみ）

は、「努力を重ね、物事を安定させていく」とい

う意味があることから、本年はこれまでの努力が

実り、さらなる成果が上がる一年になると信じつ

つ、努力してまいりたいと考えます。

最後に

私たち日本電気協会は、これからも会員の皆さ

まを始め、電気関係事業者の皆さまのお役に立

てるよう全力を挙げて活動してまいります。引

き続いてのご支援、ご協力をお願いいたします。
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当協会および電気倶楽部の共催による「令和7年電気関係新年賀詞交歓会」が、令和7年1月8日（水）東京

都千代田区のホテルニューオータニにおいて開催され、電力会社、電機メーカー、電気工事、電気保安等の

法人・個人会員および経済産業省、政界関係者約700名が一堂に会しました。

冒頭、当協会貫正義会長が主催者挨拶を述べ、続いてご来賓の武藤容治経済産業大臣のご祝辞、共催の電

気倶楽部吉田政雄理事長の乾杯後の懇談も含め、終始穏やかな雰囲気で開催されました。

令和 7年電気関係新年賀詞交歓会開催
−電気関係者が一堂に集う−

第 104 回社員総会開催日程のお知らせ
会員各位

第104回社員総会を下記のとおり開催いたしますので、皆様の出席をお待ちしております。

ご案内は5月にお送りいたします。

　日　程　令和7年6月6日（金）

　会　場　明治記念館（東京都港区元赤坂2丁目2-33）

総会終了後、講演会、懇親会を開催の予定です。

武藤容治 経済産業大臣

日本電気協会 貫正義会長 電気倶楽部 吉田政雄理事長
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Imagine

近藤　史郎	 �一般社団法人 日本電機工業会　会長

「社会受容性」ということを近年、ことある度に

考える。「社会的合意形成」と言っても良い。気候

変動対策が今の地球に、そして将来ここに生きるも

のたちに必須であることは科学的には論を待たな

い、と信じている。そのことは、総論としては多く

の人々に共有されている、という認識でいる。しか

しながら、各論になればなるほど、時間軸、費用

負担、実現手段などに、合意を形成するのは難し

い。「経済合理性」、我々は、いつからかこれを価値

判断の「ものさし」として使ってきた。利便性向

上、合理化効果、生産性向上、省エネ、あらゆるこ

とを「お金」に換算して優劣を決めてきたように思

う。翻って、気候変動対策やカーボンニュートラル

への取り組みは、時としてあるいは多くの場合、経

済合理性だけでは説明がつかない取り組みを追求せ

ねばならない。規制、補助、カーボンプライシング

など、様々な施策が検討される中、人の価値観のト

ランジションが求められていると感じる。

一般社団法人 日本電機工業会は、2024年度に策

定される第7次エネルギー基本計画についての提言

をまとめた。そこでは、エネルギー安全保障・安定

供給を前提に、

・再生可能エネルギーの主力電源化

・安全を大前提とした原子力発電によるエネルギー

安定供給の確保

・火力発電のゼロ・エミッション化と運用高度化に

よる調整力確保

・中長期展望に立った電力系統の整備

といったことを謳った。カーボンニュートラルへ向

けて、供給サイドの脱炭素化と、需要サイドの高効

率化・電化・電動化が要点であるとの観点から、意

義ある提言になったと思っている。そしてそう思う

が故に、これからはこれらを社会実装することに挑

戦しなければならない。その思いを強くする。

ここからは単なる私見というか、むしろ空想に近

いのだけれど。社会実装が「地域」のイニシアティ

ブで進まないか、と思うことがある。エネルギー

は、世界の全域で必要とされるけれど、その供給源

が世界に均等に配置される訳ではない。消費地も

ばらつく。であれば、世界中の各地域がそれぞれの

特性を活かした社会貢献を目指す世界はできない

だろうか。その社会貢献の度合いに応じた対価がや

りとりされ、そのことによって様々な形で地域が栄

える。各地域は、互いの特性・特長を利活用し合っ

て発展し、豊かに穏やかに過ごすことができる。こ

の時、国境のような、いわゆる「境」はあまりな

い方が良くて、あくまでもその地域に生きる人々

の意志が大切にされる。このために、まず「社会

貢献」を定量化するルールメイクが必要だ（大変

そうである）。次にそれぞれの地域が「私たちの地

域は何で社会貢献するのか」と考え、決めていく。

ここに、人々の価値観シフトが必要かも知れない

（これも、大変そうである）。でも、全世界で「境」

を背負いながら価値観と時間軸を共有し合意形成

するよりも、もしかしたら地域毎に自らの社会貢献

について合意する方が、皆が自分事になって進むか

も知れない。「Imagine there’s no countries.」とい

う私の大好きな歌の歌詞の一節があるけれど。様々

な「境」を越えてエネルギー視点の地域共生がで

きたらと思ったりする。繰り返しであるが、私の

空想だ。ついでに私の好きな言葉。ラルフ・エマー

ソンという方の言葉に、「Every wall is a door, and 

you have the key.」というのがあって。気候変動

を前にして楽観が過ぎると言われるかも知れない。

でも、「I hope someday you’ll join us.」と言われて

いる気がするのである。
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令和6年度11月理事会を開催
日本電気協会は、令和6年11月20日に、理事9
名、監事1名、顧問1名の出席により、令和6年度
11月理事会を開催し、審議事項3件については可決
し、報告事項2件については了承されました。概要
は以下のとおりです。

1．審議事項
第1号議案　令和6年度上期事業報告および会計
報告
令和6年度上期事業報告および会計報告につい
て、以下の内容が可決された。
令和6年5月、国が第7次エネルギー基本計画
の策定に着手し、脱炭素目標や電力安定供給確保
の視点を踏まえ、再生可能エネルギーや原子力発
電の電源比率がどのように設定されるかが注目さ
れている。また、電力システム改革の検証も進め
られている。
そうしたなか、令和6年度上期は、電力各社に
おいて安全対策を最優先に原子力発電所の早期の
再稼働を目指した取り組みが着実に進められた。
一方、電気主任技術者や電気工事士など電気技
術者不足の顕在化は続いており、電気関係業界の
人材確保・育成は喫緊の課題となっている。
上期決算は、金利上昇や好調な企業業績を背
景とした受取利息・配当金の増加や電気新聞購
読料収益の増加等により、経常収益は2,253百万
円（前年同期比+58百万円）となった。物価上
昇による販売費や管理費用全般の増加やベア等に
よる人件費の増加、確定給付年金費用の増加等に
より経常費用は、2,041百万円（前年同期比+149
百万円）となり、経常収支は211百万円（前年同
期比△91百万円）となった。
年度収支見通しについては、経常収益4,421
百万円（対前年度比+25百万円）、経常収支は
177百万円（前年度比△289百万円）を見込んで
いる。
上期事業のポイントは下記のとおりである。

1．電気安全の確保
⑴　日本電気技術規格委員会（JESC）における
民間規格の評価の実施
⑵　原子力発電所の審査・検査に係る審議等の
実施
⑶　電気用品調査委員会における審議の実施
⑷　日本電気技術規格（規程・指針類）の電子
化及びサブスクサービスの提供開始
⑸　経済産業省からの電気保安に関する技術調
査受託
⑹　電気安全に係る普及啓発事業の実施

2．電気技術者の確保・育成
⑴　電気主任技術者に特化した職業紹介事業
⑵　電気保安・電気工事業界の認知度向上・入
職促進に向けた協議会
⑶　第一種電気工事士定期講習の実施
⑷　電気技術者育成講習会の全国での開催

3．適時的確な情報発信
⑴　「電気新聞」を通じた、電力・エネルギー業
界に資する質の高い情報発信
⑵　電気関係業界における総合団体の立場を活
用した的確な情報発信

4．総務関係
⑴　第103回社員総会（6/6）の開催
⑵　理事会（5/14、6/6）・参与会（6/6）の実施
⑶　セキュアなシステム環境の構築

第2号議案　参与の選任
定款第28条第2項の規定により、以下の参与の
選任が可決された。

（敬称略）

氏　名 所 属 ・ 役 職

加
かとう

藤　　功
いさお

一般社団法人原子力安全推進協会 理事長

中
なかにし

西　宏
ひろのり

典 一般財団法人発電設備技術検査協会 理事長

成
なるせ

瀬　卓
たくや

也
一般財団法人電気工事技術講習センター 
理事長

文
ふばさみ

挾　誠
せいいち

一 一般社団法人日本電設工業協会 会長

増
ますい

井　秀
ひでき

企 一般社団法人日本原子力産業協会 理事長

森
もりひら

平　英
ひでや

也 一般社団法人日本電線工業会 会長

任期は、令和7年6月の社員総会の終結時まで
とする。

第3号議案　役員推薦委員会の設置
役員の任期満了に伴う新役員の選任にあたり、
役員推薦委員会規程に基づき役員推薦委員会を設
置するとともに委員候補への委嘱を行うことが可
決された。

2．報告事項
⑴　社員総会の地方開催について
社員総会の地方開催について、今後も継続す
ることで進めたいとの報告があり、了承され
た。

⑵　代表理事および業務執行理事の職務執行状況
について
定款第22条第6項の規定に基づき、令和6年
5月理事会以降の各代表理事および業務執行理
事の職務執行状況について報告があり、了承さ
れた。
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執筆者のご紹介
浅野浩二氏は長年にわたる電気保安への功労が認められ、令和5年度第68回澁澤賞及び令和6年度第60回電
気保安功労者経済産業大臣賞を受賞されました。

（業績の概要）
昭和62年に東洋電機工業社(現アサノ電設)に入社以来、37年にわたり一貫して電気工事業に従事し、お客様
のニーズを第一に工事計画と施工を実施しております。社員への安全意識と技術力の向上にもつとめ、創業以来
無事故無災害を継続しています。また埼玉県電気工事工業組合において多くの電気工事士の育成や社外ではボラ
ンティア活動等の地域貢献活動にも積極的に取り組んでおり、各種表彰を受けております。

電気工事業界に入ったきっかけ
祖父、父と継いできたので私が電気工事の仕事を
やることについて何の疑問もなく、若いころから自
分も同じ道を歩むのだろうと感じていたので、気づ
いたときには電気の学校に通っていました。
電気が好きだったわけではないですが、仕事をし
ていくうちに電気工事の面白さや奥深さがわかり今
ではこの仕事を誇りに思っています。
また、この仕事を通して、たくさんの人と関わり
繋がることができました。
手が必要な時は仲間同士で協力し合い助け合える
のは素晴らしいことだと思います。

後輩の育成
埼玉県電気工事工業組合で長年、指導教育を担い
工業高校での講師や2種、1種の技能講習を指導さ
せて頂いております。
講習を通してたくさんの人々に電気の楽しさが伝
わればよいなと感じております。
また、社内では資格取得を勧めておりますので資
格取得にかかる費用を負担し試験前の休日取得等全
面的にバックアップをし、資格への挑戦を応援して
います。
昨今建設業界に入る若者が減ってきつつあり、電

気工事業界も高齢化が進んでいると感じておりま
す。人材確保は容易ではありませんが、時代に合わ
せた働きやすい環境作りを構築していかなければな
りません。
そのためには若い人たちの意見を聞く必要がある
と感じています。

長い間仕事を続けられる魅力
目に見えない電気を扱うことは怖いですが、自分
が手掛けた現場に電気が通るのを見届けた瞬間はや
はりやりがいや達成感を感じられます。
設計することも楽しいですしそれが形となった時
満足感があります。
またお客様から感謝されることが多く、“誰かの
役に立っている”そういったところが電気工事士を
続けられる魅力なのではないでしょうか。

苦労・嫌な思い出
昔は、三交代で24時間稼働している工場が近く
にたくさんありましたので、昼夜問わず漏電したと
の呼出が多く、夜中に駆けつけることが日常茶飯事
でした。昼は現場に出て、夜は漏電調査、復旧工事
という生活が何日も続いたときは大変だなと思いま
した。

若い技術者へのメッセージ
常に目標をもってください。目標があれば努力することを学び、目標が達成できた時には自信と成長

を得られ、仕事にたいするやりがいや喜びを見つけることができそれはすべて自分の財産になります。

電気への想い
浅野　浩二
アサノ電設

現代現代のの電気人電気人
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民間で唯一の電気保安関係表彰である

第69回澁澤賞（主催：日本電気協会・澁

澤元治博士文化功労賞受賞記念事業委員

会）の贈呈式が11月19日、東京商工会議

所渋沢ホール（東京・千代田区）で挙行

され、電気保安確保に優れた業績をあげ

た、個人21件、グループ19件、計40件

（103名）が表彰されました。

贈呈式では、日本電気協会貫正義会長、

日髙邦彦澁澤委員会委員長（東京電機大

学 工学部電気電子工学科 客員教授）が

挨拶、来賓として殿木文明経済産業省大臣官房審議官（産業保安・安全担当）よりご祝辞をいただきま

した。その後受賞者一人一人に賞状を授与し、功績をたたえ、終わりに受賞者を代表して、山崎健一氏

（（一財）電力中央研究所）から謝辞がありました。

会場には受賞者の関係者も多数来場し、受賞者とともに受賞の喜びを分かち合っていました。

	 	
	 日本電気協会 貫正義会長	 日髙邦彦澁澤委員会委員長

	 	
	 殿木文明経済産業省大臣官房審議官	 山崎健一氏

澁澤賞については、本会協会HPでもご紹介しておりますので、こちらもご覧ください。

前列中央及び後列：受賞者
前列左：貫会長　前列右：日髙委員長

第69回（令和6年度）澁澤賞贈呈式開催
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【発明・工夫、設計・施工】　23件（86名）
◆ウインチワイヤ無動力巻取器の開発グループ
有田　昭夫、山口　亮、近藤　聡（㈱中電工）

＜受賞概要＞　鉄塔間に張った送電線の緩みを調整する
際、ワイヤロープ（金属製）を牽引した上で巻き取る作業
がある。巻取器はワイヤロープを動力を使わず自動で巻き
取る仕組み。作業の省人化に貢献し、安全性を大きく高
めることができる。
◆拠点集約型高機能配電自動化システムの開発グループ
飯田　義和、福井　恭平、石川　聖也（関西電力送配
電㈱）、西村　聡（三菱電機㈱）、舘野　政美（㈱日立
製作所）

＜受賞概要＞　大規模災害に対するレジリエンスの強化
から、このシステムは配電営業所に分散したサーバーを
2拠点に集約。事業継続性の確保、セキュリティー向上
を図るとともにコスト削減を実現する。
◆ブレーカ付バイパスケーブルの開発グループ　
大道　靖史（北海道電力㈱）、福井　浩司（音羽電機
工業㈱）、松野　直也（北海道電力㈱）、軍司　真也
（北海道電力ネットワーク㈱）、村本　直樹（北海電気
工事㈱）

＜受賞概要＞　電柱と建物をつなぐ引込線では、電線
ヒューズの溶断で停電する場合がある。
これを交換し復旧する工事は長時間かかり、花火の発生
など危険を伴った。
こうした現場に、バイパスケーブルを導入すると、施工
性が高まり停電時間の短縮と作業の安全向上に役立つ。
◆柱上変圧器の使用済絶縁油リサイクル技術の開発グ

ループ　
尾迫　修二、井上　暁史（㈱キューヘン）、田中　将
（九州電力送配電㈱）、馬場　雄太（㈱正興電機製作所）

＜受賞概要＞　柱上変圧器が耐用年数に至った場合、絶
縁材として使った絶縁油も処分するが、これをリサイク
ルする技術を開発した。使用済み絶縁油は酸化劣化し、
絶縁性能が低下する。リサイクルでは使用済み絶縁油か
ら酸化劣化物を除去し、精製して新油相当の性能を回復
する。
◆架空線上運搬機の開発グループ　
工藤　秀平、松山　信太郎（㈱かんでんエンジニアリ
ング）、板東　晋輔（㈱美貴本）、石塚　康浩、髙嶋　
徹朗（㈱安田製作所）

＜受賞概要＞　超高圧送電線に径間スペーサーなどを取り付
ける際、これらを積む「宙乗器」を電線の所定の位置に移
動させた。
だが、電線の上り勾配では宙乗器の移動に労力を要した。
運搬機は電線上をバッテリー駆動（リモコン操作）で自
走し、取り付ける資材を運搬する仕組み。作業に要する
労力を大幅に低減する。
◆山岳地送電鉄塔用小型ボーリング機の開発と保全工

事・調査への適用　
小西　正洋（九州電技開発㈱）

＜受賞概要＞　送電鉄塔は山岳地に建設されることが多
く、調査用のボーリング機材（重量物）を現地へ運ぶに
はモノレールや索道を使う必要があった。小型ボーリン

グ機は全資材で25キログラム以下に抑え、人が背負子
（しょいこ）で運べるようにした。
モノレールなどの運搬を基本的に不要とし、その用地確
保といった手間を軽減できる。
◆ACSR系電線延線用巻付グリップの開発グループ　
小林　春梧、山田　竜司、林　豪太、吉田　覚（中部
電力パワーグリッド㈱）

＜受賞概要＞　施工省力化、簡易化を目的にACSR系電
線延線用巻付グリップを開発した。
巻付グリップを2層構造かつ各層を反対方向に巻き付け
ることで、電線の飛び出しを防止した。
延線用工具として十分な把持力を得ることを可能にした。
◆「変圧器B種接地の高抵抗挿入の開発及び漏れ電流

のIc打消装置によるIor検出」の開発グループ
小林　徹夫、桧垣　栄次、村上　弘、井上　真幸（協
同組合　愛媛電気保安協会）

＜受賞概要＞　接地事故（地絡事故）を防ぐため、各変
圧器に180Ωの抵抗と接地用SPDを並列に接続し、A、
B、D種を一括に接地した。
漏れ電流のIc打消装置では、絶縁監視装置で検出異常の
改善を図った。
◆信号機器室用地絡保護装置開発グループ　
小山　敏雄（㈱サンコーシヤ）、渡邉　哲史、佐藤　衛
（東日本旅客鉄道㈱）、安喰　浩司、原田　秀行（㈱サ
ンコーシヤ）

＜受賞概要＞　信号機器室が影響を受ける地絡事故を素
早く検出し、事故電流を安全・確実にバイパスさせる。
地絡対策と雷害対策を両立。信号機器室の信頼性向上を
果たし、鉄道輸送の安定性強化が期待できる。
◆高所作業車用の地上高報知システム等の開発グループ　
佐伯　豊、田中　茂宏、中嶋　賢治、石原　知幸、金次　
賢吾（中国電力ネットワーク㈱）

＜受賞概要＞　高所作業車を使用する場合にバケット内
の作業車と地上で指揮・監督を担う作業指揮者へ地上高
5メートルを知らせる「地上高報知システム」、フルハー
ネスと組み合わせて使用できる転落防止用機材を新たに
開発した。
作業者の安全確保と作業効率の向上に貢献している。
◆工事・工程情報管理システム開発グループ　
佐野　洋介、髙村　有希、阿部　知陽、阿部　光良（東
北電力ネットワーク㈱）、鈴木　尊人（㈱トインクス）

＜受賞概要＞　配電工事設計書の事務運行を電子化し、
工事会社を含めた工程管理業務を省力化することで設計
から竣工までのプロセスを迅速化。ペーパーレスによっ
てコストや移動時間も削減でき、配電工事業務の効率化
に寄与している。
◆66kV変圧器プレキャスト基礎開発チーム　
清水　博文、吉本　正浩、中村　直樹、相澤　敦武、
大久保　洵（東京電力パワーグリッド㈱）

＜受賞概要＞　プレキャスト部材を5つ接合して、コンク
リート基礎を構築する。接合には施工性が良く、すでに都
市トンネル工事などで信頼性と実績が豊富なコッター式継
手を用いる。基礎の両端部材には、変圧器固定用の箱抜き
を設けている。

第69回（令和6年度）澁澤賞受賞者一覧
（敬称略）



10
電気協会報　2025. 1

◆架空送電設備の荷重・応答解析システムの開発と実
務適用グループ　
清水　幹夫、早田　直広（（一財）電力中央研究所）

＜受賞概要＞　架空送電設備の荷重・応答解析システム
は、送電用鉄塔に作用する風、着雪および地震荷重と部
材に発生する軸力を計算できる「TCLOAD2」、電線と鉄
塔の挙動を3次元で解析、定量化する「CAFSS」で構成
される。設計実務に加え、自然災害への対応時にも多数
の活用実績を有する。
◆導電鋼レール方式剛体電車線の性能向上と普及の拡大　
東海林　博行（日本電設工業㈱）

＜受賞概要＞　導電鋼レールの接続部の屈曲による離線
や波状摩耗の発生などの問題が散見されるようになった
ことから、原因解明と対策考案を実施。
性能を向上した導電鋼レール方式剛体電車線を完成さ
せた。
◆低圧活線作業用防具の改良グループ　
清野　達也（㈱ユアテック）、永井　創（大東電材㈱）

＜受賞概要＞　現行の防護シートや防護キャップの課題
である作業者の視認阻害、地絡・短絡リスクなどを解決
するため、2020年度に開発した。透明素材による視認
性の向上、作業性の向上、業務効率化などの導入効果が
あった。
◆「配電線路の地絡点を高精度で標定できるシステム

の開発」グループ　
高山　正俊（九州電力㈱）、三垣　洋介（九州電力送配
電㈱）、穴井　一人、澤口　昌弘、廣末　亮（九電テク
ノシステムズ㈱）

＜受賞概要＞　配電線路全体を電気回路としたシミュ
レーション技術により、センサー付開閉器で捉えた実態
と合致したサージ到達時刻差を再現。サージ伝搬速度を
用いずに配電線路の地絡点を高精度に標定できるように
なった。
◆耐摩耗高圧絶縁電線の接続箇所に用いる耐摩耗電線

用直線スリーブカバーの開発グループ　
秦　愼一郎、坂本　一平、浜崎　麻莉（九州電力送配
電㈱）、佐伯　孝治（名伸電機㈱）

＜受賞概要＞　耐摩耗電線については接続箇所を設けず
に敷設していたが、作業面・コスト面での効率化を図る
ため、絶縁耐力に加え耐摩耗性を有するカバーを開発、
導入した。
年間3万2千カ所程度の電線接続に適用しており、現在も
順次拡大している。
◆地上設置型開閉器付変圧器の開発グループ　
平野　正行（関西電力送配電㈱）、松井　昌和（㈱オ
プテージ）、　古田　将空（関西電力㈱）、井手上　篤、
綾部　浩一（㈱ダイヘン）

＜受賞概要＞　従来の地上設置型機器をコンパクト化し
た上で、新たな機能として幹線2回路の開閉器を具備し
た。景観の向上、多回路開閉器の削減に寄与した。
今後、故障時などにおける停電区間の縮小、応急送電が
不要になることによる復旧時間短縮などの効果が見込ま
れる。

◆保護リレー整定計算支援システムの開発グループ　
福村　和男、大道　由和（北陸電力送配電㈱）、篠井　
希、潟端　篤（SOLIZE㈱）

＜受賞概要＞　電力系統に起きた事故点を切り離す保護
リレーは電力保安上、不可欠だが、技術者不足などによ
り保護リレー整定業務を担う人は非熟練者が増えている。
整定計算支援システムを活用すると、非熟練者でも確実
かつ効率よく正確にこの業務を進められる。
◆ドローンを用いた送電設備自動点検技術の開発グ

ループ
丸目　裕樹、近藤　史彦（中部電力パワーグリッド㈱）、
小川　雅弘、深見　兼太郎、益田　尚弥（㈱センシン
ロボティクス）

＜受賞概要＞　点検員が行っていた送電線の日常保守業
務にドローンによる自動点検技術を導入。高所業務など
と伴った従来の点検から、こうした業務を回避。点検時
間も鉄塔1基当たり、5人4時間から2人40分に大幅に削
減した。
◆電流徴候解析を用いたモータ診断機能開発チーム　
宮内　俊彦、安原　裕登、竹内　紀夫、金丸　誠、藤井　
文章（三菱電機㈱）

＜受賞概要＞　発電設備や製鉄など産業プラントで使わ
れる三相モータについて、独自の信号処理技術により、
困難とされた稼働中の劣化診断を実現した。モータ設備
のスマート保安技術に大きく貢献する。
◆CVTケーブル波乗り対策用高拘束装置の開発　
山本　直人（中部電力パワーグリッド㈱）

＜受賞概要＞　車道の地下に埋設された管路内ケーブル
が、車両通行に伴う振動などで移動するケーブル波乗り
現象。その対策としてケーブル拘束装置「クリート」を
設置している。開発した新拘束装置は、従来クリートと
同等サイズながら、約2倍の拘束力を実現し、ケーブル
の安定化に貢献する。
◆「発電用ボイラにおけるパウダースケール対策技術」

の開発　
米澤　和男（四国電力㈱）

＜受賞概要＞　石炭火力のボイラで発生する「パウダー
スケール」。配管のトラブルを引き起こす原因ともなる。
開発した対策技術は、ボイラに簡単に適用できるほか配
管の漏えいリスクを軽減する。
発電所のトラブルを防ぎ、電力需給の逼迫時など不測の
発電停止を避けることに役立つ。

【学 術 研 究】　1件（1名）
◆山崎　健一（（一財）電力中央研究所）
＜受賞概要＞　30年以上にわたり一貫して電力流通設備
の電磁界と人体安全性評価の研究に取り組み、当該研究
分野をリードする国内有数の研究者として認められる。2
大学でも客員教授を務め、関連分野を中心とした教育活
動にも貢献。この分野で顕著な功績を挙げた。
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【長年にわたる電気保安への功労】　16件（16名）
◆阿部　隆信（JR九州電気システム㈱）
＜受賞概要＞　1979年に日本国有鉄道に入社以来、長年
にわたり鉄道電気設備の設計・施工に携わってきた。幅
広い業務知識、旺盛な責任感と行動力を持って指令シス
テムの構築、電化工事、九州新幹線建設に伴う設備仕様
の決定に従事した。
豊富な経験を惜しみなく発揮し、後進の指導育成にも積
極的に取り組んだ。
◆伊藤　正男（伊藤電気管理事務所）
＜受賞概要＞　長きにわたり電気設備の保安管理業務に
従事し、電気保安確保に寄与した。
自家用電気工作物の保安、維持、運用管理、有効活用に
関する啓蒙活動を奨励し、インターンシップによる学生
への職業意識醸成や保安管理業務講習などを行った。
◆井門　泰次郎（四国電力送配電㈱）
＜受賞概要＞　1993年に四国電力入社以来、長年にわ
たって送電設備の建設や保安業務に携わった。新技術・
新工法の開発、導入による工事の省力化や工事費の低減
を果たした。それとともに、自然災害などに伴う送電線
トラブルの問題解決や早期復旧を主導。電力の安定供給
に貢献した。
◆大井　昭彦（東日本電気エンジニアリング㈱）
＜受賞概要＞　1981年に日本国有鉄道に採用されて以来、
一貫して国鉄およびJR東日本の自営電力設備に関する保
全、運転、管理業務に従事。電気保安の確保に努めてきた。
特に発電所関係の業務ではメンテナンスに加え、計画から
現地での試運転、運用管理を担った。中越地震で被災した
信濃川発電所では、水車発電機の復旧にあたり発電再開に
貢献した。
◆大倉　達志（四電エンジニアリング㈱）
＜受賞概要＞　40年以上にわたり伊方発電所で電気設備
の更新や安全対策などの業務に携わり、中心的な存在と
して活躍。伊方1、2号機で世界初となる中央制御盤の大
規模改造工事も担った。東日本大震災以降は安全対策工
事の一翼を担い、伊方3号機の再稼働に大きく貢献した。
◆太田　順巳（中部電力パワーグリッド㈱）
＜受賞概要＞　配電業務に関わる現場技術者として、39
年にわたり公衆保安の確保や電力の安定供給に尽力して
いる。安全と業務品質を高いレベルで維持し、部下の指
導にも精力的にあたる。
自然災害時には、復旧の最前線で能力を遺憾なく発揮し
た。その振る舞いは今も受け継がれており、将来を担う
配電マンの育成に、生かされている。
◆風間　和之（東日本旅客鉄道㈱）
＜受賞概要＞　1982年日本国有鉄道に入社以来、長きにわ
たり自営電力設備の保安・保全業務を担当した。豊富な現
場経験に裏打ちされた行動力、決断力で様々な仕組みづく
りや指導・教育を行い、自営電力設備の保安、信頼度の向
上に貢献した。
◆川井　喜一郎（㈲川井電気商会）
＜受賞概要＞　1984年に電気工事士、高圧電気工事技術
者を取得し電気工事業に従事。電気保安と安全作業を最
重要課題と位置付け、自らのスキル向上と社員への細や
かな指導を徹底してきた。地元に密着した電気工事会社

として顧客の要望に応えるとともに、安全作業を第一に
心掛け無事故無災害を継続している。
◆草野　健一（清水建設㈱）
＜受賞概要＞　電気関係の従業員のみならず、建築系も含
めた社員を対象に工事用電気研修を行っている。また、協
力会社に対しても年2回の勉強会を実施。電気知識・電気
安全のボトムアップを通じて、電気保安確保に顕著な業績
をあげている。
◆久保田　弘之（㈱関電工）
＜受賞概要＞　第35回技能五輪全国大会電工職種で第1
位を獲得するなど、非常に高い技術・技能の評価を得てい
る。ものづくりマイスターをはじめ、実技作業の講師とし
て業界の発展と後進の育成に力を尽くす。東京都優秀技
能者賞知事賞を受賞した。また、創意工夫と業務効率改
善を常に考え、特許などを取得したことが評価され関係団
体から表彰を受けた。
◆國分　憲夫（日本電設工業㈱）
＜受賞概要＞　1980年の日本国有鉄道入社以来、鉄道電
力関係の現場・管理部門などで電気設備の保守・工事に
従事。作業効率化と従業員の事故防止、大規模地震の災
害復旧に努め鉄道の安全・安定輸送に貢献。新幹線高圧
系統電源管理システム改善や、新幹線変電設備の保全に
関する技術指導と教材作成に取り組んだ。
◆高橋　昭和（四国電力送配電㈱）
＜受賞概要＞　1982年の四国電力入社以来、系統保護リ
レーと系統安定化装置の設計・工事・運用・保守に従事
してきた。新技術の開発やトラブルの早期復旧に貢献す
るなど、四国における系統保護リレー部門の中心的役割
を果たした。また、長年にわたり社内外の後進の人材育
成に貢献した。
◆成田　俊一（㈱明電舎）
＜受賞概要＞　入社以来43年間、電力系統の変電設備を
雷に代表される過電圧から保護する酸化亜鉛型避雷器の
技術開発に尽力。国内外の電力の安定供給に貢献。避雷
器の構造や製造方法に関する特許出願と新しい技術の開
発に努め、登録された特許は国内外合わせて14件になる。
◆藤田　昌宏（神保電器㈱）
＜受賞概要＞　1998年の入社以来、主に電気設備の配線
器具に関する設計の実務に携わり、電気工作物における
電気安全の向上に貢献している。電気自動車（EV）では
充電設備の設計、施工、維持管理、検査など、あらゆる
分野の委員会に主導的な立場で参加し、調査研究を実施
している。
◆山崎　芳彦（（一財）関東電気保安協会）
＜受賞概要＞　保安業務に従事する職員の技能を客観的
かつ継続的に確認できる仕組みを構築するため、保安技
能レベル認定制度を立案・制定した。保安管理業務講習
の実施に伴い社内外受講者の講習受講環境を整備・向上
させるため教育組織のマネジメントシステムを構築した。
◆山田　健二（四国電力送配電㈱）
＜受賞概要＞　配電工事設計業務の効率化を目前に、架
空線設計システムの開発に従事。
経年劣化設備の保全対策を的確に進めるため「設備保全
のあり方検討WG」を立ち上げ「配電設備の不良判定事
例集」の策定を起案した。
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■稻本　登史彦　電気新聞　編集局
 　（いなもと　としひこ）

四国エリアでの広域停電

四国エリアで11月9日夜、広範囲にわたって
停電が発生した。四国電力送配電によると、同
日午後8時22分に最大36万5300件が停電し、午
後9時49分に全て解消した。今回は、制御系の
トラブルなどではなく、関西エリアとつながる
連系線の操作時、四電送配電と関西電力送配電
の間で認識のずれが生じたことが要因となった。
四国エリアは通常、「本四連系線」で中国エリ
ア、「阿南紀北直流幹線」で関西エリアとそれぞ
れつながっている。11月9日午後2時台の四国エ
リアの使用電力は230万キロワット程度。同日
は、まず午後2時21分に本四連系線1号線で地絡
事故が発生した。2号線は8日から電源開発送変
電ネットワーク（Jパワー送変電）による作業停
止中だったため、交流連系が2回線ともに停止し
た格好だ。一方の阿南紀北直流幹線も2号線が作
業停止中。この時点で、四国エリアと他エリア
の連系は直流1回線のみとなった。
事故発生時、本四連系線は四国から中国向き
に約120万キロワットの潮流が流れていた。それ
が遮断されたことで四国エリア内が供給過多に
なるため、瞬時に発電機を遮断する「電源制限」
が実施された。
同時に、直流幹線側の対策も作動した。一つ
は「緊急融通制御装置（EPPS）」だ。一方のエ

リアの周波数があらかじめ設定した値を下回っ
た場合、もう一方のエリアの周波数が健全であ
ることを条件に、一定の電力を瞬時に送る機能
だ。周波数変換設備（FC）にも備わっている。
今回は四国エリアの周波数上昇を回避するため、
四国から関西向きの潮流を事故前の約7万キロ
ワットから約80万キロワット（運用容量70万キ
ロワットと過負荷分約10万キロワット）に増や
した。
もう一つ、「緊急周波数制御装置（EFC）」も
起動した。交流連系の遮断時に、四国エリアと
関西エリアの周波数が一致するように直流幹線
の潮流を制御する役割を担う。需要や太陽光発
電が変動する中、四国エリア内にある発電機の
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□□□□ 最新の電気関係の動き

調整やEFCの制御によって、午後8時前後には
直流幹線の潮流が事故前の水準に戻った。
これに先立ち、午後6時40分頃から本四連系線
2号線の応急復旧が始まった。四電送配電は午後
8時頃、四国エリアと中国エリアを交流連系する
ための同期並列操作を試みたが、電圧と電流の時
間的なずれを表す「位相のずれ」が大きく、いっ
たん断念した。同社はEFCによる制御が原因と
想定。直流1回線による連系が長期化することを
懸念し、関西送配電にEFCの停止を依頼した。
ここで認識のずれが生じた。両社はあらか
じめ、本四連系線の同期並列完了後にEPPSと
EFCを同時に停止することをルール（給電申し
合わせ書）に定めている。この時は同期並列前
のタイミングだったが、四電送配電はEFC停止
を依頼した時点でEPPSも停止されるとの認識
だった。一方、関西送配電はEFCのみの依頼と
解釈し、午後8時22分に実行した。
直流連系線の潮流は事故前にほぼ戻っていた
とはいえEPPSは起動中で、EFCによって制御
されている状態だった。ここでEFCのみを停止
したため、直流幹線の潮流が再び約7万キロワッ
トから約70万キロワットに急増。四国エリア内
の供給力が63万キロワット減少し、周波数も
58.3ヘルツまで大幅に低下した。このため、需給
バランスを維持するために自動的に負荷を遮断
する「周波数低下リレー（UFR）」が動作し、約
50万キロワットの需要を削減した。
送配電網協議会によると、UFRは発電機の保
護や電力系統の安定化のために周波数低下を検
出し、自動的に発電設備や一部の需要を電力系
統から切り離す装置のことを指す。周波数が一
定時間にわたって設定値以下になった場合、こ
の装置が動作することで大規模停電を回避する
ことができる。負荷側のUFRが動作したケース
で記憶に新しいのは、2022年3月の東京エリア

だ。福島県沖地震の影響で複数の電源が脱落し、
千代田、港、中央の都心3区を含む最大約210万
戸が停電した。この時には、電源脱落によって
50ヘルツ地域の周波数が低下したため、EPPSに
よって63万キロワットの緊急送電も行われた。
今回の四国エリアでの最大停電戸数は、愛媛
県が11万1900戸、香川県が6万2500戸、徳島県
が11万1400戸、高知県が7万9500戸に上った。
本四連系線2号線は午後8時58分に同期並列操作
を完了し、停電復旧を開始。停電は午後9時49
分に全て解消した。
四電送配電と関西送配電は12月6日、原因調
査の結果と再発防止策に関する報告書を経済産
業省に提出した。再発防止に向け、両社間の申
し合わせ書や教育・訓練内容の見直し、系統制
御装置の改造などに取り組む。
電気は大量に貯めることが難しく、需要と供
給を常にバランスさせる必要がある。この需給
バランスが崩れると、周波数が変動する。具体
的に需要が増えると周波数は下がり、逆に供給
が増えると周波数は上がる。小規模な電源脱落
では周波数は大きく変動しないが、電源の脱落
量が大きくなればなるほど、影響は大きくなる。
その際問題となるのは、周波数の絶対的な低下
量と「周波数の時間変化率（傾き）」だ。
一般送配電事業者は、周波数変化の状況に応
じて電力融通・負荷遮断を実施するほか、発電
量の増加、周波数低下を抑制する連系設備の要
件整備などにより、すみやかに周波数の回復を
図る。周波数が下がる前の対応としては、「系統
安定化システム」もある。想定する電源脱落故
障（送電線ルート断故障など）発生時に、周波
数がUFRの動作値を下回ることがないよう、事
前に演算した量の負荷遮断を瞬時に行う装置だ。
揚水動力など停電に至らないものから優先して
実施される。
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JEMA製品の環境負荷低減に向けた
情報共有の取り組み

（一社）日本電機工業会　環境ビジネス部

1.　はじめに
一般社団法人日本電機工業会（以下、JEMA）は

「カーボンニュートラルへの取り組み」「循環型社会

の構築」「化学物質管理対策」「生物多様性の保全」

などを重点項目と位置づけ、関係諸団体等とも連携

しながら、事業活動及び製品の両側面から環境負荷

低減に向けた取り組みを推進している。これらの取

り組みを推進する会議体として、製品の環境配慮に

おける課題への対応を検討する環境技術専門委員会

と、製品含有化学物質に対する規制における課題と

対応を検討する重電・産業システム機器環境対応専

門委員会を環境ビジネス部で所管している。本稿で

は、両委員会の近年の活動の中から、製品の環境配

慮と化学物質規制対応に関する情報共有の取り組み

を紹介する。

2.　製品の環境配慮に関する講演会
JEMA環境技術専門委員会では、製品の環境配

慮設計等をテーマに、関連政策や規制の動向が会員

企業へ与える影響を考慮しながら課題への対応を検

討・議論している。2023年から2024年にかけては、

会員企業との情報共有と意見交換の場として、有識

者・専門家と先進的企業による講演会を開催してき

1　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/08_report230927.htmlを参照。

2　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/10_report241010.htmlを参照。

3　Life Cycle Assessment（ライフサイクルアセスメント）：製品やサービスにおける原料調達から、廃棄・リサイクル
に至るまでのライフサイクル全体を通しての環境負荷を定量的に評価する手法のこと。

4　�Carbon Footprint of Product（カーボンフットプリント）：商品やサービスの原材料調達から廃棄・リサイクルに至る
までのライフサイクル全体を通して排出される温室効果ガスの排出量をCO2に換算して、商品やサービスに分かりや
すく表示する仕組みのこと。

た。具体的な開催日と表題は以下のとおりである。

◦2023年 9月27日：環境配慮設計に係る発表会 1

◦2024年10月10日：製品・サービスの環境影響評

価（LCA・CFP）算定実務に関するセミナー 2

両講演会には79社から述べ218名が聴講された。

終了後のアンケート調査では合わせて100名から回

答が得られた。両講演会ともに満足の感想が8割を

超え、概ね好評であったと受け止められる。また、

製品の環境配慮に関する各社の取り組みや課題を尋

ねたところ、製品の環境配慮設計における注力事項

としては「材料の減量化」と「使用段階における省

エネ・省資源」を挙げた回答が多く、環境配慮設計

における課題としては「コスト」と「人材不足・育

成」を挙げた回答が多かった。また、LCA3・CFP4

については「実践に至っていない」の回答が多

く、「定量目標を掲げている」の回答は少なかった。

LCA・CFPの取り組みが進まない理由としては「品

種・機種の多さ」と「社内外からのデータ入手の困

難性」を挙げた回答が多かった。加えて、社内のリ

テラシーと世間の認知度の不足が要因であることも

伺い知れた。

同様の情報共有や事例紹介に対して、セミナーの

定期開催やより初歩的な解説を望む意見も寄せられ

https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/08_report230927.html
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/10_report241010.html
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た。こうして得られた各社の実態や要望を踏まえ

て、会員企業における製品の環境配慮の推進に貢献

する活動を継続したい。

3.　製品含有化学物質規制対応に関する説明会
JEMA重電・産業システム機器環境対応専門委員

会では、製品含有化学物質に対する国内外の規制に

おける課題とその対応について主に検討・議論して

いる。近年、欧州RoHS指令/REACH規則、POPs

条約（ストックホルム条約）、米国TSCA PBT規則

等、化学物質の規制は世界的に益々強化される傾向

にある 5。日本を含む各国・地域の化学物質規制を遵

守した製品を製造・販売するためには原材料や部品

に含有される化学物質を正しく把握することが必

須となる。多種多様な原材料や部品で構成される

重電・産業システム機器における含有化学物質の

把握にはサプライチェーン全体にわたる情報伝達

が極めて有効である。上記委員会では、より一層高

まっている製品含有化学物質の情報伝達の重要性

を会員企業とそのサプライチェーン企業へ周知す

るため、国内外の化学物質規制の最新情報と共に代

表的な製品含有化学物質の情報伝達共通スキーム

「chemSHERPA6」の概要及びデータ作成支援ツール

の使用方法を解説する説明会を、年1回の頻度で開

催している。

図1　製品含有化学物質の情報伝達のイメージ

直近3年（2022～2024年）の本説明会における

聴講者数は461社から述べ1,079名となっている。

このうち、JEMA会員企業は82社450名の4割、

JEMA会員外の企業は379社629名の6割を占めて

5　各国・地域の化学物質法規制の基本情報について
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ch_kanri.html を参照。

6　https://chemsherpa.net/を参照。

7　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ を参照。

いる。また、はじめて参加した聴講者は毎回8割強

とみられ、裾野の拡大を意図した周知活動としては

一定の成果を上げてきたと受け止められる。各会終

了後のアンケート調査では全体の約6割689名の回

答を得ている。説明の内容は毎回6～9割が理解で

きたと回答しており、聴講者と説明内容のレベルは

ほぼ一致しているとみられる。しかしながら、化学

物質規制の最新情報を求める意見は多く、個別の事

情や問題を抱えている模様である。環境法規制も増

える中で本説明会への要望も多様化し、回答者の半

数ほどはより具体的な感想・要望・テーマ提案を挙

げている。一方で、法規制もchemSHERPAも理解

が追いつかない聴講者もまだ多くいるとみられる。

リテラシー向上は今後も課題となる。

同様の説明会の継続的・定期的な開催を要望する

意見は多い。引き続き、会員企業とそのサプライ

チェーン企業における製品含有の化学物質規制対

応に貢献する活動を行っていきたい。

図2　本説明会の配信模様

4.　おわりに
JEMAにおける製品の環境配慮や化学物質規制

対応に関する情報共有の取り組み事例を紹介した。

これらの取り組みに関連する情報の一部はJEMA

のウェブサイト 7にも掲載している。今後もJEMA

会員のみならず、当会取扱製品のサプライチェー

ン/バリューチェーンに関わる様々なステークホル

ダーの方々とも連携し、事業活動及び製品の環境負

荷低減に向けた取り組みを進めていく。

https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ch_kanri.html
https://chemsherpa.net/
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/
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4-1　落雷の形態（つづき）
⑶　住宅の場合：誘導雷
近年の高度情報化に伴い、住宅には電話、パソコ
ン通信などの情報技術機器が導入されている。これ
らの機器は、当然のことながら電気を必要とする。
戸建住宅や低層・中層集合住宅の場合は、通信線や
電力線は架空で引き込まれている。これらの架空線
は市街地においては網の目のように張りめぐらされ
ており、架空線に直接的に落雷したり、架空線の近
くで落雷があった場合、架空線には瞬間的に高い電
圧が誘導され、雷サージとして架空線を伝搬して住
宅に入ってくる。
一方、住宅の屋根にはテレビアンテナが立ってい
る。そこに落雷することはまれではあるが、直撃し
た事故例もある。また、近傍に落雷があった場合
に、テレビアンテナに誘導電圧が生してテレビに雷
サージが侵入することもある。
家庭電気機器（家電機器）には電気洗濯機、エア

コンの室外機のように接地（アース）を必要とする
機器が多い。近傍に落雷があった場合、電圧差が生
じて、これらの機器に過電圧が生じることもある。
住宅で使われている家電機器には、その制御部
にエレクトロニクスあるいはマイクロコンピュー
タが使われている場合が多い。IT（情報技術：
Information Technology）機器は図23に示すよう
に外部からの電力線や通信線によってネットワー
ク化している。さらに、感電保護を必要とする家
電機器には接地が施されている。

住宅に落雷があった場合、つまり直撃雷による被
害は雷のエネルギーによる火災を伴う場合が多く、
当然ながら、同時に家電機器を破壊し、被害は想像
を絶する様相である。
一方、住宅街に落雷があった場合には架空電力
線や架空通信線に雷サージが誘導され、それが伝
搬して住宅に雷サージが住宅に侵入する。さら
に、LEMP（雷電磁インパルス：Lightning Electro 
Magnetic Pulse）によって電磁界が生じる場合もあ
る。統計によると、直撃雷ではなく、住宅街にお
ける近傍雷の場合、落雷地点から半径2kmの範囲
で何らかの電磁界の被害が生じる可能性があるとい
う。つまり、住宅では雷による電磁的環境におかれ
るわけで、雷の恐怖にさらされている。
昔のテレビは真空管式、洗濯機のタイマーはゼン
マイ式、電話のベルは電磁石式のため、この時代の
家電機器は過電圧耐性に強かった。
エレクトロニクス全盛の時代である現代では、住
宅で使われている洗濯機、冷蔵庫、エアコン等の白
モノ家電にエレクトロニクス化された部品が多く使
われている。そのため、過電圧耐性が小さく、雷
サージによる被害が多くなってきている。例えば、
洗濯機の場合、モータ自体は過電圧耐性が大きい
が、タイマーやシーケンス制御部にマイクロコン
ピュータ（マイコン）が使われているため、雷サー
ジによって故障するわけである。
テレビ、多機能電話・ファックス、インターホン、
パソコン等は言うまでもなくエレクトロニクス化さ
れており、雷サージによって容易に破壊される。
さらに、接地を必要とするIT機器あるいはエア
コンの室外機等は接地極を介して大地に接続されて
いる。このため、雷サージによって接地系の電位が
上昇し、接地されている機器に被害が生じることも
ある。前述したように、エアコンにもマイコンが搭
載されているので、当然ながら雷過電圧によるプリ
ント基板等の焼損、破壊の事例が多い。
雷サージの侵入経路を図示すると図23のように
なる。一つの建築物を対象にしたとき、そこには電
力線、通信線等のいわゆる金属導体が引き込まれて

第11回

令和5年5月号より、「暮らしの電気安全」を連載しています。
ここでは、人生の半分の時間を過ごすといわれる「住宅」の電気設備に関する電気安全の知識

について電気設備の専門家である関東学院大学名誉教授の高橋健彦氏（日本電気協会 需要設備
専門部会長）に解説いただきます。

4．雷の話

図23　戸建住宅の場合
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いる。また、建築物内の設備機器には接地が施され
ている。このような状況において、雷サージの伝搬
は電力線、通信線、接地系からの伝導、電力線によ
る容量結合、電磁結合、地上空間・建物空間からの
放射による形態がある。雷サージはこれらの形態で
伝搬されるが、単独ではなく、伝搬の途中で複雑に
入り込み、結合されることが一般的である。
雷サージの侵入経路によって、防護対象の家電機
器を分類すると次のようになる。
①　電力線：配線系統から住宅に引き込まれ、電源
コンセントに至る経路（すべての家電機器）
②　通信線：特に架空線で住宅に引き込まれ、情報
コンセントに至る経路（多機能電話機、ファクシ
ミリ、パソコン）
③　アンテナ線：住宅に設置しているテレビアンテ
ナ、無線アンテナから電気機器に至る経路（テレ
ビ、VTR、無線機）
④　接地線：接地を施している家電機器（例えば洗
濯機、エアコン、給湯設備機器、特にマイコン内
蔵の機器）と大地に至る経路
⑤　空間：落雷に起因する電磁界による電磁誘導
（インターホン、マイコン内蔵機器）

4-2　IT社会のアキレスけん
われわれが日常使用している多機能電話、テレ
ビ、インターホン等が雷サージによって破壊された
り、障害を被る事例を本格的な特集番組として紹
介したNHKの番組“クローズアップ現代：落雷パ
ニック”（平成7年9月20日）は建設会社、電気工
事会社などの技術者はじめ、一般市民にも非常なイ
ンパクトを与えた内容であった。近年の高度情報化
の進展に伴い、事務所ビルはもとより、工場、住
宅等あらゆる用途の建築物がインテリジェント化、
オートメーション化されてきている。これらの建築
物が目指す理念は、環境性および安全性の向上を高
度に実現することである。特に、エレクトロニクス
化された機器・設備が多種多様に建築物内に導入さ
れてきている現状にあって、この理念を長期にわ
たって実行していくためには、建築電気設備におけ
る電磁障害をなくし、電気設備が高い信頼性をもつ
必要がある。
電気が電力機器、いわゆるシロモノを対象として
エネルギーとして利用されていた時代にはノイズは
さほど問題視されなかった。しかし、近年のエレク
トロニクス万能時代にあって、電気はエネルギー以
外に、制御信号として利用されることが多くなり、
EMC（Electro Magnetic Compatibility：電磁両立
性）に代表される電磁環境問題がクローズアップさ

れるようになってきた。
そこで、問題になっているエレクトロニクス機器
の雷被害について解説してみよう。
⑴　雷サージに弱いエレクトロニクス機器
1950年代（昭和25〜34年）のラジオ、テレビ等
の家電機器、通信機、コンピュータ等には真空管が
使われていた。その後、トランジスタが発明され、
これらの機器はエレクトロニクス化されて今日に
至っている。

図24　エレクトロニクス化と電磁障害の発生 
（OBOベターマン社（独）提供）

図24に示すように、真空管の時代には、真空管
自体の過電圧に対する耐性が強いため、電磁障害は
問題にならなかった。しかし、その後の時代にはト
ランジスタ、ICやマイクロコンピュータ素子が出
現し、それらは過電圧に対する耐性が小さく、電磁
障害が多く発生するようになった。
⑵　住宅における家電機器の被害
住宅における家電機器の状況を図25に示す。家
電機器は分電盤を介してコンセントから電源を得て
いる。電話・ファックス、パソコン等は外部からの
架空通信線に接続されている。テレビ・ビデオはア
ンテナ線に接続されている。接地を必要とするエア
コン室外機、電気温水器には接地極によって大地と
接続されている。

図25　住宅内の家電機器の状況

� つづく
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電事連だより電事連だより

北海道寿都町、神恵内村で
「文献調査」の報告書縦覧開始
全国的な議論が重要

電気事業連合会　広報部

高レベル放射性廃棄物等の最終処分地の選定に関する北海道寿都町、神恵内村の文献調査報告書に

ついて、11月に縦覧が始まりました。最終処分は原子力発電所の運転に伴い生じた高レベル放射性廃

棄物等の管理を将来世代に委ねずに済むよう地層処分することとされており、その処分地の選定にあ

たっては、全国的な議論が必要です。

3段階で慎重に検討

高レベル放射性廃棄物等の最終処分場をどこに

建設するかは、現時点では決まっていません。国

と原子力発電環境整備機構（以下、NUMO）は同

事業への理解を広げることを目的に、全国で説明

会などを開催しています。また国は議論の材料と

して2017年に、全国規模で整備されたデータを

基に地層処分に関係する地域の科学的特性を全国

地図の形で表した「科学的特性マップ」を公表し

ています。

処分地を決めるプロセスには、NUMOが主体

となって取り組みます。主に①机上調査で処分場

に向かない場所がないかを調べる「文献調査」② 

ボーリング調査などによって地表から地下の性質

を調べる「概要調査」③地下に調査施設を建設し

て詳しく地層の様子を調べる「精密調査」の3段

階で構成されます。

各段階で都道府県知事と市町村長の意見を聴く

ことが法律で定められています。そのため地域の

意に反して次の調査に進むことはありません。ま

た計20年程度の調査期間中、放射性廃棄物は現

地に一切持ち込まれません。

最初のステップである「文献調査」は、その地

域の地質図などの文献・データや学術論文などを
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電事連だより

収集し、地層処分に関心を示していただけた地域

の皆さまに事業を深く知っていただくとともに、

次の調査に当たる概要調査を実施するかどうかを

検討していただくための材料を集める事前調査的

な位置づけの調査です。

現在の状況

現時点では全国のうち3町村で文献調査に着手

しています。寿都町、神恵内村は2020年11月に、

その後受け入れを表明した佐賀県玄海町は今年6

月に開始しました。

このうち寿都町、神恵内村については今年2月

にNUMOが報告書の原案を経済産業省・資源エネ

ルギー庁の審議会に提出し、概要調査の候補とな

るエリアが示されました。その後、同審議会での

議論などを踏まえた修正を加え、8月に報告書案

の審議が終了し、大筋で了承されました。

報告書は、今年11月、寿都町の片岡春雄町長と

神恵内村の髙橋昌幸村長、北海道の鈴木直道知事

に提出されるとともに、同日、官報や新聞などに

より掲示する「公告」、報告書を誰でも閲覧できる

ようにする「縦覧」が始まりました。

今後は北海道内の総合振興局および振興局が所

在する自治体や、ご希望をいただいた北海道内の

自治体で報告書の内容に関する説明会が開催され

るとともに、報告書に対する意見を受け付け、そ

れに対するNUMOの見解書が取りまとめられま

す。そして、次の「概要調査」への移行に際して知事、

町村長への意見聴取が行われ、経済産業大臣が判

断を行います。

全国の皆さまとともに

原子力発電は化石燃料資源の乏しい日本にとっ

て、電力の安定供給や、コストの抑制、エネルギー

安全保障、気候変動対策に貢献する重要な電源で

あり、そのメリットは広く全国で共有されていま

す。そのため、原子力発電を利活用するうえで避

けては通れない高レベル放射性廃棄物等の最終処

分は、日本全体で議論していかなければならない

課題です。

国は、地層処分に適した処分地を選定するため、

少しでも多くの調査地点から絞り込んでいくこと

が望ましいとの考えです。私ども原子力事業者も

国やNUMOと連携し、これまで文献調査に着手し

た3町村にとどまらず、広く全国の皆さまに関心

を持っていただけるよう、引き続き対話活動や情

報発信に取り組む方針です。
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業 界 だ よ り

業 界 だ よ り

一般社団法人電子情報技術産業協会

（JEITA）「安全委員会」の活動紹介の機

会をいただきありがとうございます。

JEITAでは、電子・情報機器の製品安

全、EMC、認証制度、産業安全を統轄す

る製品安全部会を組織しており、その傘

下で製品安全を担当し、電気用品調査委

員会に関わりが深い安全委員会の活動内

容についてご紹介いたします。

1．安全委員会

安全委員会は、電子・情報機器に関連する国

内外の安全規格・規制や安全に係る問題につい

ての検討と対応策を立案し、業界の意見具申や

規格作成への対応を図り、製品の安全性確保や

安全性向上に努めると共に、消費者が安全・安

心に暮らせる生活環境作りに貢献する事を目的

として活動しています。

傘下の専門委員会には、安全推進専門委員会

とAV/ICT安全技術専門委員会があり、前者が

事故情報の収集・調査・分析とそれを基にした

事故の未然防止と再発防止に貢献できる活動と、

製品の安全性確保を推進する活動を行い、後者

がAV・ICT・マルチメディア機器のIEC及び

JIS安全規格の開発支援や普及活動と経済産業省

で検討されている電気用品安全法の技術基準見

直し作業への協力などを行っています。

2．安全推進専門委員会

安全推進専門委員会では、製品安全に関わる

国内外の環境変化（商品の多様化、社会的要求

の変化等）を踏まえ、より消費者目線での製品

の安全性確保、事故の未然防止・再発防止に資

する活動を推進しております。当委員会の活動

推進体制は、安全PR・WGと事故調査WGの2

つのWGを設置し、Webサイトを通じた消費者

への安全啓発、及びJEITA製品の事故情報の収

集・分析等を通じた事故の再発防止を主に活動

しております。

安全PR・WGでは、Webサイト「製品を安全

にお使いいただくために」にて消費者への安全

啓発活動を行っております。コロナ禍を経てテレ

ワークとオフィスワークを両立させたハイブリッ

ドワークが進んできたことを踏まえ、「ノート/

タブレットPCの持ち運びにご注意！」と題した

コンテンツをWebサイトに掲載し、消費者への

注意喚起を実施しております。

事故調査WGでは、JEITA製品事故情報収集

制度に基づく事故情報の収集と分析を実施し、

会員各社製品へフィードバックすることにより、

事故の未然防止に資する活動を実施しておりま

す。年度毎に「JEITA製品事故情報報告書」を

まとめ、発行しております。製品起因の事故情

報収集件数は、近年減少傾向が継続しており、

製品安全の確保が確実に進んでいるものと考え

ております。

また消費者庁及びNITEから公表される事故情

報を確認・分析し、製品事故の未然防止・再発

安全委員会及び傘下の専門委員会の活動紹介
一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）

https://home.jeita.or.jp/anzen/
https://home.jeita.or.jp/security/
https://home.jeita.or.jp/cssp/
https://www.jeita.or.jp/japanese/anzen/index.html
https://www.jeita.or.jp/japanese/anzen/index.html
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業 界 だ よ り

業 界 だ よ り

防止に資する情報として共有すると共に、誤使

用・不注意事故及び非純正品使用等による事故

情報から消費者への注意喚起の必要性を分析し、

消費者への安全啓発活動に活用しております。

IoT化製品の普及や、インターネット販売の利

用拡大が進む中で、製品安全を取り巻く環境も

大きく変化していくものと思われます。環境変化

に対して高い感度を持つと共に、消費者目線を

大切にしながら、より安全な製品づくり、消費者

への啓発活動への貢献を果たしてまいります。

3．AV/ICT安全技術専門委員会

従来のAV安全技術専門委員会とITE安全技術

専門委員会が2022年に統合し、AV/ICT安全技

術専門委員会として活動しており、AV/ICT機

器に関連する国内外の安全規格や安全規制への

対応を行いつつ、業界の意見具申や規格作成へ

の対応を図り、更により高次元な「製品安全技

術」を追究し、安全なものづくりに貢献し続け

ることを事業方針にしています。

傘下に規格・基準検討WG、ICT_WG、電安法

対応WGの3つのワーキンググループを設置し、

次の3点を活動方針にして活動を進めています。

⑴　国内外の規格・基準及び試験方法等の検討を

通した国際社会における役割を担い貢献する。

⑵　電気用品安全法の体系整備、技術基準の国

際整合化への積極的な参画と対応を行う。

⑶　IoT、AIに代表される、製品安全環境を取

り巻く環境変化に対応するべく、新たな課題

解決に機動的かつ柔軟に取り組むとともに、

更なる製品安全設計に寄与する活動をめざす。

関連するIEC国内審議委員会、電気用品調査

委員会等に委員を派遣し、当委員会の知見に基

づき提案、情報提供をしてまいります。

https://home.jeita.or.jp/av_ict/
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高圧受電設備規程JEAC 8011-2020
発売中 　「高圧受電設備規程Ｑ&Ａ」の活用について

「高圧受電設備規程Q＆A」とは？�
高圧受電設備規程（JEAC 8011-2020）の「第1編 標準施設」、「第2編 保護
協調・絶縁協調」、「第3編 高調波対策及び発電設備等の系統連系」において、
日本電気協会に寄せられた質問や規定条文の詳細、補足事項をまとめた実務に
特化した解説書です。

〇高圧受電設備規程の概要
「高圧受電設備規程（JEAC 8011-2020）」（以下、
「高圧規程」という）は、高圧で受電する自家用電
気工作物の電気保安の確保に資することを目的に
需要設備専門部会の電気技術規程（JEAC 8011）
として2002年に制定（現在は、2020年版が最新）
され、高圧受電設備の設計、施工、維持、検査の
規範として、関係各界において広く活用されてい
ます（図1）。
高圧規程は、国の基準を平易に解説するととも
に、電技解釈などで明確に示されていない高圧受電
設備の施設方法について国の基準に適合するよう具
体的に規定しています。また、当該規程は、関係法
令である建築基準法、消防法、安衛法などの関連す
る基準も掲載しています。このように、民間規格
は、電技省令、電技解釈およびその解説等を補足
し、具体的かつ平易に解説することで、実用的な規

格として活用されています。
〇高圧受電設備規程Q&Aの構成
「高圧受電設備規程Q&A」（以下、「高圧規程Q&A」
という）は、図2のような構成をしています。
①　質問のタイトルと質問の内容
質問のタイトルは目次とリンクしています。質
問のタイトルに対して質問の内容を具体的に記述
しています。
②　回答（その1）簡潔版
回答の結論が簡潔に記載されています。

③　回答（その2）詳細版
②を補足する詳細な説明で解説を記述していま
す。また、図や表を用いて具体的に解説をしてい
ます。「より深く知りたい場合」や「解説では紹
介しきれない内容」については、コラムを用いて
説明しています。

図2　高圧規程Q&Aの構成

A5判／190頁
￥3,300円（税込）

読読みみ方方・・運運用用

序序章章（（目目的的・・適適用用範範囲囲・・用用語語））

資資  料料
〔〔備備考考〕〕矢矢印印はは各各編編のの内内容容のの関関連連をを示示ししたたももののででああるる。。

第第１１編編   標標準準施施設設
（（規規定定及及びび解解説説））

第第２２編編 保保護護協協調調・・絶絶縁縁協協調調
（（規規定定及及びび解解説説））

第第３３編編 高高調調波波対対策策及及びび発発電電
設設備備等等のの系系統統連連系系

（（規規定定及及びび解解説説））

第第１１章章
標標準準施施設設
（（規規定定））

第第２２章章
機機器器・・材材料料
（（規規定定））

第第３３章章
保保守守・・点点検検

（（規規定定及及びび解解説説））

保保護護協協調調
（（規規定定及及びび解解説説））

絶絶縁縁協協調調
（（規規定定及及びび解解説説））

第第１１章章
高高調調波波対対策策

（（規規定定及及びび解解説説））

第第２２章章
発発電電設設備備等等のの系系統統連連系系

（（規規定定及及びび解解説説））

第第１１章章

第第２２章章

図1　高圧規程の編成
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〇高圧受電設備規程Q＆Aの内容
高圧規程Q&Aに収録されている内容を一部紹介
します。

ポイント1 ▶▶▶ Q1-14

これで納得！キュービクルと建物との離隔距離！

高圧規程第1130-4条第1項第①号に規定されてい
るように「建築物から3m以上の距離を保つこと」
となっています。
これは、火災予防条例（例）第11条に該当し、
日本電気協会の認定キュービクル、推奨キュービク
ルを取得すれば3mの離隔距離は緩和されます（消
防庁告示第7号）。Q1-14では、火災予防条例（例）
第11条の抜粋が記載されています。
なお、認定及び推奨キュービクルの詳細は、
Q1-40で解説されています（図3）。

図3　認定銘板と推奨銘板

ポイント2 ▶▶▶ Q1-33

シュリンクバック防止対策の概要がわかる！

シュリンクバックとは、ケーブル製造時の収縮し
ようとする歪

ひずみ

が日射や通電等によるヒートサイクル
により開放され、シースが収縮する現象のことをい
います。
場合によっては、内部に施した銅テープが破断す

ることもあります（図4）。
Q1-33では、シース収縮に関する対策例が図を用
いて解説されています。

図4　銅テープが破断した例

ポイント3 ▶▶▶ Q3-11

絶縁監視装置の種類による特徴がわかる！

I0絶縁検出器は、低圧電路に印加された電圧に基
づく漏えい電流をB種接地工事の接地線で測定・検
出するもので、漏電火災警報器や漏電遮断器と同じ
動作原理になります。Q3-11では、I0絶縁検出器以
外に I0r絶縁検出器、Igr絶縁検出器について解説し
ています（図5）。

図5　I0絶縁検出器の原理

コラム	 接地線の太さの算定基礎について（Ｑ1-28）
接地線の太さの算定基礎は、内線規程JEAC 8001-

2022の資料1-3-6に記載されています。
一般に接地線の太さを決定する場合は、

①	
、

②	
、

③

の3つの要素から考えます。
銅線に短時間電流が流れた場合の温度上昇は、一般
に次式で与えられます。

	 i：銅線の温度上昇 [℃ ]
	 I：電流 [A]
	 A：銅線の断面積 [mm2]
	 t：通電時間 [秒 ]

④

〈条件〉
・�接地線に流れる故障電流（低圧電路の地絡電流）の値は、電源側
過電流遮断器の定格電流の20倍（In：過電流遮断器の定格電流）

・故障電流の継続時間は、0.1秒以下
・故障電流が流れる前の接地線の温度は30℃
・�故障電流が流れたときの接地線の許容温度は150℃（したがって、
許容温度上昇は120℃とする）

④式に上記の条件を代入すると、⑤式となり銅線の
断面積は⑥式が得られる。

⑤
⑥

【解答例】①機械的強度、②耐食性、③電流容量（①〜③は順不同）

　　　　　�④i=0.008 d I  
A
n
2
t、⑤120=0.008 d20In 

A
n
2
#0.1、⑥A=0.052In
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電気新聞の書籍案内
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連絡をお願いいたします。
（一社）日本電気協会　総務部　	 TEL：03-3216-0551　FAX：03-3216-3997
	 E-mail：kouho@denki.or.jp

日本電気協会 本部　公式X（@official_jeaPR）フォローお願いします！
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電気の未来を創造する、喜びをどこまでも。
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●火力・原子力発電所の環境保全に関わる設備の運転
●火力・内燃力発電所の運転・保守業務
●再生可能エネルギー発電設備の運転
●フライアッシュ・コールサンド・石膏及び工業薬品の販売
●燃料管理及び海運仲立業　●運輸業
●脱硝触媒再生工事　●環境測定・ＰＣＢ及びアスベスト分析
●ＰＣＢ処理　●保険代理店業　 ●旅行業
●塩の製造販売及びその他商品の販売
●九州電力グループのＰＲ施設・厚生施設の管理運営
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1.

2.

法令に基づく試験、検査及び認証業務

電気製品等の試験・認証

マネジメントシステム認証業務

調査・研究業務

3.

4.

電気用品安全法､消費生活用製品安全法､電波法､水道法､産業標準
化法､医薬品医療機器等法など

S-JET認証､住宅用ブレーカー認証､部品認証､CMJ登録､給水器具等
認証､系統連系保護装置認証､JETPVm認証､JETPVO&M認証､ロボ
ット認証､遠隔操作システム認証､メーカーニーズに基づく試験サー
ビス・EMC試験など

ISO9001・ISO14001・ISO45001・ISO27001・
ISO50001 認証

家電製品等の電磁界測定､太陽光発電システム
に係る調査・研究など
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